
薬剤耐性（AMR）の現状と対応
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薬剤耐性(AMR：Antimicrobial Resistance)について

○ 抗菌薬等が効かなくなる薬剤耐性（AMR）感染症が世界的に拡大。
⇒ 公衆衛生および社会経済的に重大な影響を与えている。

○ 一方で、新規の抗菌薬等の開発は近年停滞。
⇒ このままでは、AMRに対する対抗手段が枯渇。

背景

○ 2015年のWHO総会でAMRに対するグローバル行動計画を採択。
⇒ 加盟国には、2年以内に国家行動計画の策定・実行を要求。

○ 2015年のG7エルマウサミットでは、AMR対策を推進することで一致。
2016年のG7伊勢志摩サミット、G7神戸保健大臣会合及びG7新潟農業大臣

会合においても主要議題であった。
○ 2016年９月の国連総会では、AMRに関するハイレベル会合が開催された。

国際社会の動向

○ 医療、農畜水産、食品安全の各分野において、モニタリング（耐性菌の監
視）、抗微生物薬の適正使用等の取組を実施。

○ 2016年４月６日に我が国の行動計画を策定し、分野横断的に取組（ワンヘ
ルス・アプローチ）を推進。

○ 2016年４月１６日に、アジア太平洋地域の保健大臣らを招き、WHOと共催で
アジアAMR東京閣僚会議を開催。

○ G7伊勢志摩サミット議長国として、AMRについて国際協力を推進。

我が国の対応

米国における新規抗菌薬上市数と
薬剤耐性菌の出現傾向の推移

出典： Schäberle TF , Hack IM, 
Trends Microbiol. 2014; 22: 165-167.
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薬剤耐性の仕組み

• 自然耐性

• 耐性遺伝子の獲得

• 耐性菌の選択と増加

環境下には(ヒト・動物含め) 必ず一定数の
耐性菌が存在

抗菌薬投与で耐性菌のみ残る

次の世代は耐性菌だけになる
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薬剤耐性菌（遺伝子）の伝播経路
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2000年から10年間のヒトにおける抗菌薬使用量の変化

出典： Van Boeckel TP et al., Lancet Infect Dis 2014; 14: 742-750.

日本

我が国の抗菌薬使用量は、2.5-4.0%減少している。
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セファロスポリン、その他のβラクタム キノロン マクロライド等 ペニシリン その他

15.8

ECDC AMR Surveillance report 2012, Muraki Y et. Infection. 2013; 41: 415-23. (欧州は2010 年、日本は2013 年)

薬剤耐性(AMR)対策アクションプラン(2016.4.5)における数値目標

医療分野における抗菌薬使用量
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抗菌薬使用量は抗微生物薬
適正使用(AMS)の指標になる。

日本は使用量自体は多くはないが、幅広い細菌に
有効であるものが多いセファロスポリン、キノロン、
マクロライドの使用割合が極めて高い。

適正使用の推進により、これらの使用量および
使用割合を減らすことが重要



ヒトにおける薬剤耐性率*

出典： Antimicrobial Resistance: Global report on Surveillance 2014,世界保健機関(WHO)  2014年
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日本

タイ

マルタ

キプロス

ポーランド

スペイン

クロアチア

ルーマニア

リトアニア

フランス

ブルガリア

アイルランド

アイスランド

ルクセンブルグ

イタリア

フィンランド

ラトビア

スロバキア

スロベニア

ポルトガル

ドイツ

スウェーデン

デンマーク

ハンガリー

イギリス

カナダ

アメリカ合衆国

ノルウェー

オーストリア

チェコ

オーストラリア

中国

ベルギー

エストニア

オランダ

48%

肺
炎
球
菌
ペ
ニ
シ
リ
ン
非
感
受
性
率(

％)

黄
色
ブ
ド
ウ
球
菌
メ
チ
シ
リ
ン
耐
性
率(

％)

緑
膿
菌
カ
ル
バ
ペ
ネ
ム
耐
性
率(

％)

日本の、薬剤耐性菌の検出割合は、ヒトにおいてはカルバペネム系抗菌薬以外は他国と比較して高いものが多い。

薬剤耐性菌の検出割合
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環境に対する取り組み
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水圏・土壌環境における薬剤耐性（AMR）の動向を把握するための調
査研究を実施する予定。

調査のイメージ

地図引用： gearxgear.holy.jp

主要河川の水・汚泥
• 源流（県ごと）に特徴的な塩基配列の特定

• 汚染度の高い支流（神田川等）の滞留水や汚泥

• 霞ヶ浦等の湖沼における養殖の影響

• 家畜場近隣の支流・排水

下水処理場の流入水・活性汚泥・排水
• 下水ルートに特徴的な因子の特定・評価

• 薬剤耐性因子(Class I integron等）濃縮の評価

東京湾流域の海水・汚泥
• 河川および処理水を起源にした汚染評価

上記採取ポイントの季節変動・降雨増の影響評価

メタゲノム解析法による
生物種と薬剤耐性因子の特定



破傷風
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薬剤耐性(AMR)に起因する死亡者数の推定

2013年
2050年

（何も対策を取らない場合）

出典： Antimicrobial Resistance: Tackling a crisis for health and wealth of nations, the O’Neill Commission, UK, December 2014

• 2013年現在のAMRに起因

する死亡者数は低く見積
もって70万人

• 何も対策を取らない場合
（耐性率が現在のペース
で増加した場合）、2050年
には1,000万人の死亡が

想定される（現在のがんに
よる死亡者数を超える）

• 欧米での死亡者数は70万

人にとどまり、大半の死亡
者はアフリカとアジアで発
生すると推測

(Antimicrobial Resistance in G7 Countries 
and Beyond, G7 OECD report, Sept. 2015)
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○ AMRに関する問題を確認し、国及び国際社会のレベルにおけるコミットメントを宣言した。

○ G7が更に協調して対策に取り組む方針、9月の国連総会におけるＡＭＲに関するハイレベル会合に向けて協力することを確認。

○ G7が更に協調して対策に取り組む方針、9月の国連総会におけるAMRに関するハイレベル会合における政治的コミットメントを支持。

○ アジア太平洋地域でＡＭＲ対策の重要性を確認し、協調して対策を推進するためのイニシアティブの創設を発表。

○ G7ベルリン保健大臣会合宣言文には、AMR対策の3本柱として、以下の３点が掲げられた。

①感染予防・感染制御 ②抗微生物薬の有効性の維持 ③研究開発の促進

○ Ｇ７エルマウ・サミット（2015年６月８日）の保健分野に関する声明では、G７諸国が協調してAMR対策に取り組む方針が盛り込まれた。

Ｇ７エルマウ・サミット首脳宣言（2015年6月8日）

Ｇ７ベルリン保健大臣会合（2015年10月8日）

○ 2015年WHO総会において、「全ての国に対し、世界行動計画の採択から２年以内に、国家行動計画を策定し、行動する」ことが決議された。
※世界行動計画は、①普及啓発･教育、②動向調査･監視、③感染予防･管理、④抗微生物薬の適正使用、⑤研究開発の５つの目標で構成

AMRに関する国際社会の動向

アジアＡＭＲ東京閣僚会議（2016年4月16日）

Ｇ７伊勢志摩サミット（2016年5月26-27日）

○ 農業・畜水産産領域での抗菌剤の慎重使用、リスクアナリシスがない場合の成長促進目的での抗菌剤の使用の段階的廃止、衛生管理の向上などを通じた

農業・畜水産領域での取組の推進を確認。

Ｇ７新潟農業大臣会合（2016年4月23-24日）

ＷＨＯの薬剤耐性に関するグローバル・アクション・プランの採択（2015年5月）

AMRに関する国連総会ハイレベル会合（2016年９月21日）

Ｇ７神戸保健大臣会合（2016年９月11-12日）
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・加盟国に対し、以下の項目を対象にした2年以内の行動計画の立案と、その履行を求める。
・行動計画の実行と達成度の評価を行う: ２年ごとに各国は達成状況をWHOに報告
・G7はWHOのグローバルアクションプランを支持

WHO 薬剤耐性(AMR)に関するグローバルアクションプラン

• 市民全体への啓発

• ヒト、動物、農業、環境等のすべての分野の関係者への啓発・教育・トレーニング

普及啓発・教育

• ヒト・動物、農業等に対する薬剤耐性微生物、抗微生物薬使用量に関するサーベイランス・モニタリング

• 検査室の機能強化と連携

動向調査･監視

• 効果的な衛生状況の改善や感染防止策の強化による感染症の罹患の減少

感染予防・管理

• ヒトや動物等への抗微生物薬適正使用

• 薬剤の質の担保、国内での管理（処方外使用の禁止、等）、動物へのリスクアナリシスがなされない場合の成長促進目
的での使用の段階的削減等

抗微生物薬の適正使用

• 対策のための持続的資金の確保と維持

• 新規抗菌薬、治療薬や予防薬の開発のための国際協力

研究開発
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